
秘

有・医盟

都道府県労働局長殿

基発 0725第 11号

平成 23&j三7月 25日

厚生労働省労働基準局長

(公印省略)

「監督業務運営要領の改善について」の一部改正について

監督業務の具体的運営については、昭和 39年4月 20日付け基発秘第5号「監督業

務運営要領の改善についてJ (以下 r5号通達j という。)tとより指示しているとこ
ろであるが、今般、 5号通達の記の第1について別添のとおり改正し、平成24年度の

監督指導計画の策定及びその実施から適用することとしたので、その取扱いに遺漏な

きを期されたい。

なお、平成23年度の監督指導計画における行政実績の把握並びに行政効果の把握

及び評価については、可能な範囲で本通達によることとされたい。



別添

第1 監管指導計画の策定及び実施結果の把握等について

1 1ii主管指導計画の策定

監督指導業務の実効ある推進を図っていくためには、合目的的かっ周到な監督

指導計画(以下「計画Jという。)を策定することが重要である。

このため、次に示すところにより計画を策定する。その際、後記31どより把握

.評価した前年度の行政実績及び行政効果も踏まえることとする。

(1) 行政課題の把握とその対応策

イ 行政課題の把握

地方労働行政運営方針等により示された全国的な行政課題とともに、今

後、管内において監督指導業務の運営により解決しなければならない行政課

題を次により把握する。

(イ) 管内状況を踏まえた行政課題

行政課題については、監督結果、申告・相談の状況等の行政実績に加え、

労働災害の発生状況、各種届出の状況、賃金及び労働時間等労働条件の実

態、雇用失業・産業事情の動向等から把握する。また、把握に当たっては、

これらの情報を業種別・規模別に、さらに経年的に必要な範囲で基礎資料と

して取りまとめ、これを分析することにより行う。

なお、情報の収集に当たっては、労働基準行政情報システム(以下「基

3 準システムj という。)を活用するなどにより効率的に行う。

情報の分析に当たっては、問題の所在が明確になるよう、業種分類等に

ついて細分化を行うことのみならず、必要に応じ雇用形態、労働態様等に

着目するなど、効果的に行う。

(ロ) 法令改正、社会経済情勢等を踏まえた行政課題

労働基準関係の改正法令の施行、雇用失業情勢等の社会経済情勢の急激

な変化、社会的に注目を集める事案の発生等の状況も踏まえ、これらに的

確な対応を図る観点からも行政課題を把握する。

ロ 把握した行政課題への対応策

上記イにより把握した行政課題への具体的な対応方針を検討する。

(イ) 重点対象の選定と優先順位の決定

行政調の中ずら管内の齢状況に応じ、その重要性、緊急性鞍勘案

し、重点的に指導すべき対象(以下「重点対象」という。)を選定すると

ともに、重点対象聞の優先順位を決定する。

(ロ) 重点対象における重点事項の明確化

重点対象における法定労働条件上の履行確保を図るべき事項及び改善を

図るべき事項(以下「重点事項」という。)を明確にする。

(ハ)必要な業務量の見積り
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重点対象ごとに、対象事業場数、重点事項等に応じ、次の(ホ)により行政

手法を選択し、ー定の成果を期待し得る必要な投入業務量を見積もる。

(ニ) 業務量の適切な配分

上記(ハ)で見積もった業務量の総計が単年度での主体的能力を超える場

合には、重点対象聞の優先順位等に配慮しつつ、投入業務量の調整を行い、

当該年度における重点対象ごとに適切な業務量を配分する。

(ホ) 行政手法の適切な選択

a 監督、集団指導、自主点検等の行政手法の選択と各行政手法問の連携

各重点対象の対象事業場数ょ重点事項、遵法水準等を勘案し、監督、

集団指導、自主点検等の行政手法を適切に選択する。

.また、複数の行政手法を組み合わせて取り組む場合には、行政手法聞

の有機的連携に配意する。

なお、対象事業場数が膨大であって、より的確に監督対象事業場を絞

り込む必要がある場合、重点対象の問題点や課題の性質等からみて-

ーーーーーーーすることが適当である場合などにおいては、

ることに配意する。

b 安全衛生業務計画との連携

安全衛生業務との連携によって、より効果的に対策を推進できる重点

対象については、安全衛生業務計画との整合性を図、り、行政手法を適切

に選択する。 、

特に、個別事業場の指導においては、法定基準の履行確保に重点を置

く監督と、主に技術的・専問的事項の指導に重点を置〈個別指導との特

性に応じた役割分担を行う。

(へ) 監督対象事業場の選定基準の決定

監督対象事業場の選定基準は、重点事項に係る問題点を有する事業場を

的確に選定できるものとなるよう決定する。

(ト) 監督実施時期の決定

監督実施時期は、あらかじめ指示があるもの、監督の目的に照らし実施

時期を定めるものなどを除き、原則として、監督の優先順位の高い重点対

象を計画年度の-とする。また、同ーの重点対象に係る他の行政手

法の実施時期との関連付け、安全衛生業務計画との連携にも配意して実施

時期を決定する。

(チ) 中長期的な計画の策定

特定の重点対象において、対象事業場数、遵法水準等からみて対策が終

了するまでには相当の期間及び業務量を必要とすることが想定され、これ

を単年度の計画において実施することが不可能な場合には、 3ない1.:.-5年
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程度の中長期計画を策定する。

(2) 各種業務量の決定

計画策定時の各種業務量は、監督に係る業務量を最大限確保することとし、

次の方法により決定する。なお、これまでの監督業務量等の決定方法がこれと

相違する場合においては、計画的に移行する。

イ 年間稼働日数の決定

労働基準監督官(以下「監督官」という。)の年間稼働日数は、原則とし

て計画年度の関庁日数より年次休暇日数2013，夏季特別休暇日数3日及び中

央研修の期間(関庁日である日とする。)を除いた日数とする。

ロ 年間庁外活動業務量の決定

(イ) 庁外活動業務の種類とその範囲

庁外活動業務の種類は、監督、司法警察事務、調査、検査、集団指導・

自主点検及びその他とする。

なお、庁外活動業務の範囲は、主として各々次に示す業務とする。

a 監督は、事業場に対する監替の業務に要する時間のほか、事業場への

移動に要する時間、帰庁後の監督復命書等の作成等に要する時間

b 司法警察事務は、刑事訴訟法に基づく捜査活動に要する時間

C 調査及び検査は、事業場に対する実地調査等の業務に要する時間のほ

か、事業場への移動に要する時間、調査復命書等の作成等に要する時間

なお、未払賃金の立替払に係る調査は、これらに加え、立替払請求者

lこ対する認定通知書及び確認通知書の交付等に要する時間

d 集団指導は、事業場等に対する集団指導の実施に要する時間のほか、

庁外の集団指導開催場所への移動に要する時間

自主点検は、回収した点検表の集計、分析及ひ評価に要する時間

e その他は、外部からの要請等による会合等への出席に要する時間、当

該の説明会場への移動に要する時間

(ロ) 年間庁外活動業務量の算定

a 年間庁外活動業務量は、都道府県労働局(以下「局j という。)で定

める一定の基準により、職制別に直接定める日数又は年間稼動日数に職

制別に一定の比率を乗ずることにより算定される日数のいずれかとす

る。

なお、各種庁内業務の簡素化、合理化等により、この庁外活動業務量

を最大限確保するp

b 年間庁タ惜動業務量は、職制別に決定することとし、次に示す考え方

に基づいて適切に算定する。

なお、職制の区分は、原則として一般監督官(任官1年目の監督官を

。。



除く。以下同じ。)、第一方面主任監替官以外の方面主任監督官、第一

方面主任監督官、監督主務課長、労働基準監督署次長(以下「次長」と

いう。)及び労働基準監督署長(以下「署長」という。)とする。

(a) 一般監督官は、監督を中心に庁外活動に最も専心すべき立場の者と

して、年間稼働日数の概ね-隆年間庁外活動業務量の目安とす

る。

(b) 第一方面主任監督官以外の方面主任監督官は、自らの監督活動に加

え、部下の一般監督官の管理業務及び監督業務の決裁等の進行管理、

所掌する方面業務の企画・立案及びその実施結果の取りまとめ・評価

(以下「方面主任業務」という。)を適切に行う立場にある。このた

め、一般監督官に係る年間庁外活動業務量から各々の方面の方面主任

業務の標準的な遂行を考慮して当該業務量の目安とする。

(c) 第一方面主任監督官は、自らの監督活動及び方面主任業務に加え、

方面業務の統括に係る業務、年間及び月間の計画の策定及びその実施

結果の取りまとめ・評価を適切に行う立場にある。

このため、第一方面主任監替官以外の方面主任監督官に係る年間庁

外活動業務量から、第一方面主任監督官業務の標準的な遂行を考慮し

て当該業務量の目安とする。

監督主務課長についても、第一方面主任監賢官に係る考え方に準ず

るとともに、併せて必要最少限の庶務業務も考慮し年間庁外活動業務

量の目安とする。

(心 次長は、署長を補佐し、労働基準監督署(以下「署」という。)の

職員の管理業務及び監督業務、安全衛生業務及び労災補償業務(複数

次長制暑を除く。)等の業務全般を統括して進行管理を行うとともに、

特に重要な監督、複雑・困難な申告事案等の処理をはじめ監督業務を

的確に遂行するための指導的立場にある。

このため、署長を補佐して管理・業務全般を統括する業務の標準的

な遂行を考慮して年間庁外活動業務量の目安とする。

(e) 署長は、署における最高責任者として管理・業誘全般を統括し、管

理する者であり、あらゆる行政活動を効果的に実施する責任を負う立

場にある。このため、これらの業務の標準的な遂行を考慮して年間庁

外活動業務量の目安とする。

ハ年間庁外活動業務量の配分

署における各監督官の年間庁外活動業務量の合計を次に示すところによ

り算定した、定期監督、災害時監督、災害調査、申告監督及び再監督に係る

業務量(以下「監督業務量Jという。)並びに司法警察事務に係る業務量(以
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下「司法業務量」という。)にそれぞれ配分する。

また、年間庁外活動業務量から監督業務量及び司法業務量を除いたものを

調査、検査、集団指導・自主点検及びその他の業務量とする。

(イ) 監督業務量の算定

監督業務量は、職制別に局で定める一定の基準により直接定める日数文

は年間庁外活動業務量に一定の比率を乗ずることにより算定される日数の

いずれか主し、署における監督業務量はその合計とする。

a 定期監督に要する業務量(以下「定期監督業務量Jという。)は、監

督業務量から災害時監督、災害調査、申告監督及び再監督に係る局で定

める方式により算定した日数を除いた日数又は定期監督に要する日数と

して監督業務量に局で定める一定の比率を乗ずることにより算定した日

数のいずれかとする。

b 災害時臨、災害調査、申告監督及び再監督協議躍は、 ..  

とし、必要に応じ直近の情勢変化も踏まえて決 l

定する。その際、当該業務量は受動的要素が強く、実際に必要となる業

務量が不明確であることから、必要最小限と考えられる日数とする。

(ロ) 司法業務量の算定

司法業務量は、

処理に必要な日数とする。

なお、

の司法

定するなど必要な対応を行う。

(ゆ 調査及び検査の業務量の算定

調査に係る業務量は、過去3年間の実績の平均を基本とL、必要に応じ

制度改正等の影響も踏まえて算定する。この場合、未払賃金の立替払に係

る認定・確認及びその他に区分して算定する。

検査に係る業務量もこれに準じて算定するも

(ニ) 集団指導・自主点検の業務量の算定

集団指導・自主点検の業務量は、その必要性及び内容を勘案して算定す

る。

:::. 1件当たりの標準的な業務量の決定

1件当たりの処理に要する標準的な業務量は、本省が特に指示するものを

除き、局において次の考え方により定める。

(イ) 監督

重点対象ごとの監督1件当たりの標準的な業務量は、監督の目的、監督

対象事業場の業種・規模等を踏まえ、重点事項等の点検・確認、指導等に

F
h
u
 



要すると考えられる標準的な業務量を考慮して決定する。

なお、新たな重点対象について監督を実施する場合には、イ也の重点対象

に対する監督との均衡も考慮しこれを決定する。

(ロ) 司法警察事務

司法処理1件当たりの標準的な業務量は、集中的かっ組織的な対応を図

ることにより迅速処理を行うことを前提に必要な日数を見極めて決定す

る。

(ハ) 調査及び検査

調査及び検査に係る 1件当たりの標準的な業務量は、調査及び検査の種

類や内容に応じた処理に要すると考えられる業務量を考慮して決定する。

(ニ) 集団指導・自主点検及びその他

集団指導・自主点検及びその他に係る 1回当たりの業務量は、その内容

を考慮して決定する。

ホ 安全衛生担当部署等に配置する監督官の計画

安全衛生担当部署(以下「安衛部署Jという。)等に配置する監督官が、

一部を監督業務として行うこととしている場合には、当該業務を計画に盛り

込む。

(3) 局による計画策定方針の決定及び指導調整

局による計商策定方針の決定及び指導調整は、原則として次による。

イ 局による計画策定方針の決定

局は上記(1)及び(引を踏まえ、計画策定方針を決定し、署に示す。

なお、当該方針については、署間において産業構造、事業場数、申告・相

談等の状況、労働災害の発生状況等が著しく異なる場合には、監督の重点対

象の選定、重点対象間の優先順位、行政手法の選択等につドて、それぞれの

署においてその状況に応じた計画を策定できるものであることとする。ま

た、複数の署lーとおいて同ーの重点対象に対する取組を行う場合においては、

連携を図った取組となるよう効果的かっ効率的な計画を策定することにも

配意する。

ロ 局による指導調整

局は、各署の計画案が、計画策定方針に基づき各署の管内状況も踏まえた

ものとなっているかについて、調整会議において次により指導調整を行う。

(イ) 指導調整方針の決定

調整会議の開催に先立ち、言十函案ごとに当該会議において重点的に指導

調整を行う事項を局内関係、部課室聞における協議も経て具体的に定め、調

整方針を決定する。なお、計画案の提出期日は、当該協議に必要な期間の

確保を考慮して決定する。
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(ロ) 調整会議の開催

計画案の指導調整は、局において開催する調整会議において、上記(イ)の

調整方針に基づいて行う。なお、調整会議は、計画案ごとに局内関係部暑

と暑の聞で行う。

(ハ) 調整事項

指導調整は、次に示す各事項について署に説明を求め、その根拠につい

て具体的な基礎資料等により確認を行い、その適否を判断する。

なお、指導調整の結果、計画案の修Eを指示した場合には、署からの計

画提出時等の際にその修正状況を確認する。

a 年間庁外活動業務量の算定及び定期監督等各種業務への業務量の配分

状況

b 重点対象の選定とその理由(解消しようとする問題点、これまでの監

督結果等)及びその重点事項

c 重点対象聞の優先順位

d 各重点対象の業務量の配分の決定

e 重点対象に属する対象事業場数

f 行政手法の選択(監督指導とその他の行政手法の関連付けなど)

g 監替対象事業場の選定基準(該当する監督対象事業場数)

h 監督実施事業場数(対象事業場名簿等)

i 監督実施時期

] 安全衛生業務計商との連携

k 中長期的な観点からの取組の計画及びその実施状況

I その他局が必要と認める事項

(4) 計画の策定及び報告

暑は基準システムの監督指導計画策定支援システム(以下「監督計商システ

ムJという。)を使用して計画を策定し局に報告する。なお、集団指導のその

他の欄には自主点検を計上する。

その際、必要に応じ、基礎資料を併せて提出する。

(5) 計画の変更

暑は、計画に基づき業務を推進する過程において、重大災害の多発、大規模

企業倒産の発生等管内状況の急激な変化、長期にわたる欠員等、計画策定当初

に予期し得なかった状況により当初計画の大幅な変更が必要になる場合には、

局との協議を経て計画を変更する。

なお、局は、協議が必要となる計画変更の範囲や協議方法をあらかじめ定め、

署に周知する。

局においては、社会経済情勢の急激な変化や全国的に緊急の対応が必要とな

" 
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る場合等において、必要に応じ、署に対じ計画の見直しを指示する。

2 計画の実施

次に示すところにより、計画の着実な実施を図る。

(1) 署における進行管理

イ 計画に係る共通の理解の形成

署長等の署管理者(以下「署管理者j という。)は、策定された計画に基

づき、計画的な業務運営を図ることが重要である。このため署管理者は、署

内会議等の機会を活用し、各監督官に対して、計画における重点対象の選定

理由、重点対象栢互の優先順位、行政手法の選択理由と実施時期、各行政手

法問の連携、監督対象事業場の選定理由、重点事項に関連する法違反等及び

その是正・改善方法、過去の取組状況、安全衛生業務計画との連携と役割分

担等について必要な説明を行い共通の理解の形成を図る。

ロ 月間監督指導計画の作成等，、

署管理者は、月毎に月間監督指導計画(以下「月間計画」という。)を作

成する。また、署管理者は、上記イに準じて各監督官に月間計画の内容につ

いて必要な説明を行い、共通の理解の形成を図る。

ハ 監督官ごとの月間監督指導計画の作成と着実な実施

署管理者は、計画的かっ効率的な監管を実施するため、各監督官に月間監

督指導計画を‘原則として前月末までに作成させる。また、同計画が着実に

実施されているかを月半ばに確認しゃ進捗状況等に問題が認められる場合に

は、その原因を把握して必要な指導、調整を行う。さらに、月末において実

施結果の確認を行い、当月の計画未実施のものについては、翌月の月間計画

に反映させるなどの必要な指示を行う。

(2) 局における実施状況の把握及び指導・助言

局は、各暑の監督実施状況等について、基準システムに入力された監督結果、

局で定める報告等により適宜状況を把握するほか、署管理者からの聴取等によ

り日常的な把握及び必要な指導を行う。さらに、地方労働基準監察等の機会を

通じ、計画の進捗状況、署管理者の各監督官への指導状況等の確認を行い、計

画の着実な実施を図る観点から的確な指導・助言を行う。

3 行政実績の把握並びに行政効果の把握及び評価

行政実績の把握並びに行政効果の把握及び評価については、署において、次に

示すところにより行う。

なお、具体的な実施時期、各種様式、局への報告等については、各局において

定める。

(1) 基本的な行政実績の把握

イ 監督実績等について監督計画システムを使用して、。次の項目を把握する。

no 



ヘ

(イ) 監督実績(定期監督の重点対象別・月別の件数及び業務量、災害時監督、

災害調査、申告監督及び再監督の月別の件数及び業務量(安衛部署配置の

監督官が実施した措置分を含む。)) 

(ロ) 司法処理実績(月別の件数及び業務量)

か) 調査及び検査実績(業務別・月別の件数及び業務量)

(斗 集団指導・自主点検実績(業務別・月別の実施回数及び業務量)

(ホ) その他の業務実績(同上)

ロ 監督実績について上記イの(イ)に加え、基準システムの定型統計を使用しで

定期監督等(定期監督、災害時監督及び災害調査)の件数、違反率及び主要

条文別違反状況について把握する。

ハ 申告・相談の状況について上記イの(イ)に加え¥次の項目を把握する。

(イ) 申告処理状況(業種別受理状況及び完結状況)

(ロ) 賃金不払事件処理状況(件数、解決金額、対象労働者数等の業種別状況)

(ゆ 相談状況(件数、相談事項等)

ニ 司法処理実績について、上記イの(ロ)に加え、モ司法事件情報管理システムを

活用するなどにより次の項目を把握する。

(イ) 送致(付)件数

(ロ) 送致(付)者数(両罰規定の対象者を含む。)

(ハ) 送致(付)事件の平均処理期間

ホ集団指導・自主点検について、上記イの(ニ)に加え、次の項目を把握する。

(イ) 集団指導の出席事業場数(業務別・出席事業場数)

(ロ) 自主点検実績(業務別・月別の交付事業場数及び実態把握を目的として

回収を行ったものはその件数)

へ法違反等の是正・改善状況その他必要な項目を把握する。

(2) 重点対象別の行政実績等の把握並びに行政効果の把握及び評価

次年度以降の行政課題に対する対処方針を明らかにし、的確な計画等を策定‘

するために暑においては、原則として当該年度の第3・四半期までの行政実績

について、上記(1)に係る監督業務の基本的な実績を活用して、主要な重点対象

ごとに行政実績等を把握し、それに基づき行政効果を把握しこれを評価する。

また、局においても、署から報告される評価結果を分析じ、局全体の行政効

果を評価する。

その際、各種行政手法を用いた結果、重点事項についてどのような改善が図

られたかという視点を持って把握及び評価を行う。

なお、中長期計画の実施状況の把握については、同計画により定められた要

領による。

イ 重点対象ごとの行政実績等の把握

Q
U
 



(イ) (1)の行政実績について、重点対象ごとに主とし

a 

b 

(ロ)

a 

b 

c 

ロ 行政効果の把握及び評価

上記イにより把握した行政実績等に基づき、行政課題の解消・達成状況を

把援し、重点対象ごとに翌年度における取組の要否等について、次の視点で

評価を行う。

(イ} 行政課題の解消状況、達成できていない場合の問題点及びその理由

(ロ) 選択した行政手法(特に監督)の適否

。ウ 行政手法聞の連携の状況の適否

{エ) 投入業務量、優先順位の設定、各手法の実施時期の適否

(ホ) 翌年度の取組の必要性及び用いるべき行政手法(中期計画の見直しの必

要性を含む。)

(3) 年度終了後における行政実績の把握等

年度終了後、翌年度4月中に第4・四半期における、監督等に係る行政実績

を必要な範囲で把握し、翌年度の監督指導業務の運営に活かす。

4 本省報告

本省は必要に応じ、行政実績等について報告を求めることがある。
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